
不動産証券化手法を活用した地域振興のためのネットワーク形成促進

不動産の再生を通じた効率的な地方創生を図るためには、事業への円滑な
資金供給が重要であり、不動産証券化手法を活用することで、地元企業や
住民、地域金融機関等から柔軟な開発資金が確保できる。
しかし、地方では、空き家等の再生や公的不動産を含めた遊休不動産の活
用を図るための、証券化手法のノウハウや経験を有する人材が不足しており、
地方における更なる証券化手法の普及に向けて、専門家のノウハウを共有し、
地方における不動産活用に意欲をもつ事業者や地方公共団体等とのネット
ワークを強化する必要がある。

背景・課題

施策の効果

まち・ひと・しごと創生基本方針2019（令和元年6月閣議決定）
・小規模不動産特定共同事業者によるクラウドファンディングや全国版空き家・空
き地バンクの活用による空き家等の有効活用を推進する。
・地方公共団体や地域の不動産事業者、金融機関等と連携して、地方創生に資
する不動産特定共同事業等の証券化手法について周知を図るとともに、その更
なる活用を目指す。
経済財政運営と改革の基本方針2019（令和元年6月閣議決定）
…耐震改修を促進するため、着実な支援の実施、不動産証券化手法の活用等に
努める。

投資家
匿名組合
契約

賃貸借
契約

・一口金額 5万円
・参加人数 37名
クラウドファンディングで
600万円資金調達
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（サブリース）

賃貸借
契約

宿泊施設
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融資契約

小規模不動産特定共同事業の例
神奈川県葉山町

の空き蔵

宿泊施設に改修

不動産特定共同事業の例

不特事業者

総事業費：約45億円

みずほ銀行
北國銀行

民都機構他

特例事業者が小松市より借地
借地権
（50年）

特例事業者（SPC）

対象不動産

金融機関からの調達

補助金

出資

社員持分

小松市駅前の市所有
遊休地に複合施設を開発

ホテル/大学・子育て施設

事業内容

空き家等の再生や公的不動産の活用に向けた不動産証券化のモデル事業支援

各地域の空き家・空き地バンクとも連携し、空き家等の再生や
公的不動産（PRE）の活用を検討している事業者や地方公
共団体を募集し、専門家によるアドバイザリー等の支援を実
施

証券化のポテンシャルはあるが、
専門家等の不足により事業化
が進まない案件の事業化
地域の専門家の育成を通じた
証券化手法の普及

小規模不動産特定共同事業の業務管理者への支援

小規模の空き家・空き施設（公的不動産を含む）を対象と
する小規模不動産特定共同事業については、実務講習の受
講により業務管理者となる仕組みを開始。（令和元年～。それ
までは一定の資格を有する者のみ）
新しく業務管理者となった者が、実務上の課題に十分に対
応できるよう、専門家や業務管理者経験者のアドバイスを受
けることができる相談窓口を設置（東京に1カ所程度を想定）

業務管理者の設置が事業の
開始のハードルの一つ
業務管理者の増加を促すこと
で、地方における小規模不動
産特定共同事業の活用促進

ＰＲＥ等の証券化に関する地方公共団体・事業者等のネットワーク構築
PREを含めた地方の不動産の活用に証券化手法を取り入れ
るためには、地方公共団体、事業者、地域金融機関等の事
業参加者が、証券化手法を理解し、地域の課題等の解決の
ために、案件化に向けて連携することが必要。
PRE証券化のために重要な主体となる地方公共団体が参
画し、地域の関係者が参加するセミナー・ブロック会議を開
催する。

地方公共団体が核となった関
係者間のネットワークを形成す
ることで、PRE等を活用した地
域の案件形成に繋げる。
（公的不動産活用推進に関する
関係省庁連絡会議と連携）

事業者ネットワークのイメージ

工務店

クラウドファンディング事業者

地方公共団体 不動産オーナー

地域金融機関

候補テナント不特事業者

Ｒ２年度予算額：13,080千円
Ｒ元年度予算額：20,286千円


